
I． は じ め に

平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖

地震とそれに引き続く大津波は，気候や風土の違いに

よって浜通り，中通り，会津の３地方に区分される

福島県全域において，１，９１５人の死者，６５人の行方

不明者，８１，２１６棟の家屋の全・半壊（平成２３年１２

月２７日現在）や産業・交通・生活基盤の壊滅的被害

など甚大な被害をもたらした。

さらに，その後発生した東京電力福島第一原子力発

電所（以下，「第一原発」という）の事故により，１５

万人に及ぶ県民が県内外に避難し，浜通り地方の９

町村が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なく

なったほか，会津地方を含め県内全域に風評被害が及

び，農林水産業のみならずあらゆる産業が大きな打撃

を受けるなど，文字どおり本県の基盤を根底から揺る

がすものとなっている。

本報では，東日本大震災による福島県内における農

地・農業用施設の被害の概要と対応などについて報告

する。

II． 被害の概要

１． 地震の概況

発生日時：平成２３年３月１１日１４時４６分

震源位置：三陸沖（北緯３８．０度，東経１４２．９５度）

牡鹿半島東南東約１３０km付近

震源深さ：約２４km 規模：マグニチュード９．０

最大震度：震度７（宮城県栗原市）

福島県域の震度分布を図‐１に示す。

２． 県内の被害状況

表‐１に県内の主な被害状況を示す。

原発事故に伴う避難区域などの指定状況（図‐２）は

以下のとおり。

・H２３．３．１１ 第一原発から半径３km圏内の住民に

避難指示

・H２３．３．１２ 避難指示を２０km圏内に拡大

・H２３．４．２２ ２０km圏内を立ち入り禁止の「警戒区

域」とし，圏外に「計画的避難区域」，

「緊急時避難準備区域」を設定

・H２３．９．３０「緊急時避難準備区域」解除
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表‐１ 県内の主な被害状況
（平成２３年１２月２７日現在）

人的被害

死者
行方不明者
重傷者
軽傷者

１，９１５人
６５人
２０人
１６１人

住家被害

全壊
半壊
一部損壊
床上・床下浸水

１９，７１５棟
６１，５０１棟
１４１，４９２棟
１，３９３棟

避難の状況
県内避難者
県外避難者

９５，７６９人
６１，６５９人

計 １５７，４２８人

公共土木施設
件数
被害額

４，６４９件
３１６，２０２百万円

文教施設
件数
被害額

９０５件
４６，９８１百万円
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図‐２ 区域指定状況図
（平成２３年９月３０日現在）

図‐１ 震度分布図
（福島県周辺）
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３． 農林水産関係の被害状況

農業関係では，カントリーエレベータの破損，大型

ハウスの倒壊が発生した。水産関係では，荷さばき施

設や漁具倉庫の損壊，アオノリ全滅，サケやアユの稚

魚全滅，漁船の沈没・陸揚げなどの被害が発生した。

農地などでは，ため池・排水機場・水路などの農業用

施設が被災した。林業・治山関係では，菌床などの落

下，林道の崩落，海岸保安林の消失および山腹崩壊が

発生した。

東日本大震災の農林水産関係被害（原発事故を除

く）の状況を表‐２に示す。

４． 農地・農業用施設の被害状況（口絵写真‐１～７）

農地・農業用施設の被害は，４月２７日現在，４，３５８

カ所，被害額は約２，３０３億円に及んでいる（表‐３）。

災害の規模としては，過去最大の被害である「平成

１０年８月末豪雨災害」の約１５倍，浜通り地域の被害

額が１，９２８億円と総被害額の約８４％を占めている。

農地では，水田に亀裂が発生したほか，津波被害を

受けた農地面積は５，５７７ha（浜通り地域沿岸部の農

地面積の約１９％）であり，内陸部までがれきやヘド

ロが堆積した。水路では，国営隈戸川地区（矢吹町な

ど）でパイプライン１１カ所が破損し，約２，５００ha

の農地に用水が供給できない状況となった。ため池で

は，県内のため池３，７３０カ所の約２０％にあたる７４５

カ所で堤体クラックなどの被害が発生し，２カ所（藤

沼湖，青田新池）のため池が決壊した。排水機では，

浜通り地域に設置されている湛水防除施設４３カ所の

内，４０カ所でポンプや建屋が損壊した。農業集落排

水施設では，須賀川市ほか２２市町村，９５カ所でマン

ホールの浮上や管路が破損し，汚水処理が不可能と

なった。海岸保全施設では，農地海岸２０kmにおけ

る整備済延長 L＝１６．８kmのうち９０％に当たる１５．１
kmが被災した。

III． 農地・農業用施設の臨時点検

地震で大きな被害を受けた農業水利施設などについ

ては，福島県の農村整備総室災害対策マニュアルに

沿って，直ちに各施設管理者が臨時点検を実施し（表

‐４），被害の状況を速やかに把握するとともに必要に

応じて応急対策を行った。

なお，原発事故の発生直後，第一原発の半径２０

km圏内は避難指示圏に設定され，立入りが禁止され

たため，臨時点検ができなかった。しかし，その後，

ダムや大規模なため池については，県または施設管理

者が点検を実施した。

また，５月末までに警戒区域，計画的避難区域，緊

急時避難準備区域および特定危険勧奨区域（以下，

「放射能影響区域」という）を除くすべてのため池に

ついて二次災害防止のための点検を実施した。

IV． 復旧に向けた取組み

１． 復旧の方針

農地・農業用施設の本復旧については，以下により

表‐２ 農林水産関係被害
（平成２３年４月２７日現在）
※原発事故を除く

区 分 箇所数等
被害額
（百万円）

農業等被害
農作物
農業関係施設

３００件
１０１件
１９９件

２，１１０
８０５
１，３０５

水産被害
水産関連施設
養殖水産物等
漁船

１，３４１カ所
２，２３２t
８７３隻

２６，３７７
１９，０６８
６７０
６，６３９

農地等被害
農地
農業用施設等
生活関連施設

４，３５８カ所
１，２８３カ所
２，９７０カ所
１０５カ所

２３０，２５８
９３，５０７
１１４，３２０
２２，４３１

林業等被害
森林
林産物等
林産施設等
林道

７３５カ所
１１カ所
３９カ所
５２カ所
６３３カ所

２，３６２
２６５
１４６
１，１６２
７８９

治山被害
林地
治山施設

１１３カ所
１０３カ所
１０カ所

１４，２５３
１０，６８１
３，５７２

合 計 ２７５，３６０

表‐４ 農業水利施設などの臨時点検結果
（平成２３年３月１４日現在）

点検対象
施設

報告
期限

施設
数

一次点検 二次点検

異常
なし

異常
あり

点検
不可

異常
なし

異常
あり

点検
不可

農業用
ダム

A ４７ ３４ １０ ３ ３２ １０ ５

ため池 B １１５ ０ ０ ０ ６６ １１ ３８

農業用
水利施設

B
C

２２
５０

０
０

０
０

０
０

２０
３８

１
３

１
９

湛水防除
施設

B
C

２２
７

０
０

０
０

０
０

１
７

５
０

１６
０

地すべり
防止施設

B
C

１７
２３

０
０

０
０

０
０

１４
１４

２
１

１
８

海岸保全
施設

B
C

１２
９

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

１２
９

合計 ３２４ ３４ １０ ３ １９２ ３３ ９９

○「農村整備総室災害対策マニュアル」で定めている点検基準
農業ダム（堤高１５m以上のため池（国営造成施設を含む））：
震度４以上
ため池，農業用水利施設，湛水防除施設，海岸保全施設，地
すべり防止施設，海岸保全施設：震度５弱以上

○報告期限
Ａ：人的被害を及ぼすおそれがある施設（農業用ダム４７施設）

→１次点検：３時間以内，２次点検：２４時間以内
Ｂ：人的被害は及ぼさないが，住民生活に多大な影響を及ぼ

すおそれがある施設（１８８施設）→２４時間以内
Ｃ：農地に影響を及ぼすが，住民生活には多大な影響を及ぼ

さない施設（８９施設）→３日以内

表‐３ 農地・農業用施設被害
（平成２３年４月２７日現在）

区分
箇所
数

被害額
（百万円）

農地
田
畑

１，２８３
９９５
２８８

９３，５０７
７９，９６９
１３，５３８

農業用施設等
水路
道路
ため池
頭首工
揚水機
橋梁
堤防
海岸保全施設

２，９７０
１，１３３
８９４
７４５
５９
１１３
４
２
２０

１１４，３２０
２７，４９１
２，９６６
２３，６１１
３，１２５
２８，６２４
８４

３，０００
２５，４１９

生活関連施設
農業集落排水
施設
農村公園等

１０５
９５

１０

２２，４３１
２２，２８９

１４２

合 計 ４，３５８ ２３０，２５８

※原発から３０km圏内の被害につい
ては，航空写真で被災状況を把握
できるもののみ計上
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被災原因別に区分して計画的に復旧工事を進めること

とした。

（１） 地震による災害 放射能影響区域外の地震に

よる被災については，早期の営農再開に向け，地震に

より被災した農地および小規模な農業用施設は１年

以内を，大規模な施設は３年以内を目途に復旧を進

める。

（２） 津波による災害 津波により被災した農地・

農業用施設などの復旧については，復興に関する市町

村の意向などを十分踏まえながら復旧を進める。

（３） 放射能影響区域 原発事故が収束し立入りが

可能となった時点で，関係市町村の体制が整った地域

から順次，被害調査を実施した上で復旧工事を進め

る。

（４） 市町村への支援 国，県営事業で実施した施

設のうち，高度な技術を必要とする施設または大規模

な施設の復旧は，市町村支援のため，県営災害復旧事

業で対応する。

２． 応急工事の実施

（１） ため池の応急対策 点検の結果，堤体に亀裂

や法面崩落などの被害が確認されたため池について

は，二次災害を防止するため，速やかに貯水位の低下

を図り，特に下流域に人家や公共施設があるため池に

ついて，ため池の状況を継続的に確認する体制を取っ

た。

（２） 農業用水の応急対策 地震により被災した用

水施設（頭首工，開水路，パイプライン）において用

水を確保するため，１４市町村４７カ所で応急工事を実

施した。

（３） 農業集落排水施設の応急対策 生活関連施設

である農業集落排水施設が多数被災し，長期間にわた

り排水処理が不可能となったことから，１３市町村１９

地区において応急本工事を実施し，迅速な復旧に努め

た。

（４） 海岸保全施設の応急対策と復旧 本県には農

地海岸が２０海岸あり，その総延長は約２０kmとなっ

ている。このうち，堤防が破堤し，高潮などにより海

水が侵入するなどの二次災害を防止するため，２海岸

（北海老，浅見川）において決壊箇所の仮締切工事を

速やかに実施した。

海岸堤防の復旧方法については，学識経験者等によ

る「福島県海岸における津波対策等検討会」の提言を

踏まえ，被災前堤防高６．２mを，①富岡～いわき市

（久之浜港北側）区間８．７m，②それ以外の区間７．２

mの復旧堤防高とされた。

（５） 湖岸堤防の応急対策 松川浦（相馬市）に設

置されている湖岸堤防施設が被災し，農地および宅地

が浸水したことから，２カ所（松川浦，和田）におい

て決壊箇所の仮締切工事を速やかに実施した。

（６） 排水機場の応急対策 いわき地域では，全９

機場のうち７機場で軽微な被害を受けた。相双地域

では，３３機場で建屋が損壊するなど甚大な被害を受

けたが，これらの機場のうち１８機場において，出水

に備えるため，排水ポンプの稼働（排水能力回復率約

５０％）に向けた応急仮工事を実施した。

３． 災害応急用ポンプなどによる排水（口絵写真

‐８）

新地町，相馬市，南相馬市において，津波により低

平地の農地や排水機場が水没したため，東北農政局土

地改良技術事務所を通じて災害応急ポンプの貸出しを

受け，排水作業を行った。

貸出期間：平成２３年３月１５日～８月３１日

規格・台数：陸上ポンプ（口径２５０mm １２台，

口径１５０mm ５台），水中ポンプ

（口径１５０mm ２台），合計１９台

また，排水機場の応急工事が完了するまでの期間，

湛水被害などを防止するため，東北農政局発注の「災

害対策支援機械費相双地区仮排水支援管理事業」によ

り水中ポンプの運転が行われた。

運転期間：平成２３年６月２２日～１２月２１日

規格・台数：水中ポンプ（口径２００mm ２０台）

４． 農地の除塩対策と復旧

（１） 除塩対策 海水の侵入した農地は，作付け可

能な農地となるよう，塩分（塩素）濃度（田０．１％

以上，畑０．０５％以上）に対応した除塩を進めること

とした。

いわき市では，津波による農地被害が比較的軽微で

あったことから，災害復旧事業で対応する１２８ha の

浸水区域において，平成２３年作付けのための除塩を

応急本工事で７１ha 行い，残りの５７ha は査定後に行

い，平成２４年の作付けを目指している。

相双地域では，津波による農地・農業用施設の被害

が甚大であり，海岸保全施設や湛水防除施設の復旧工

事の進捗を見ながら除塩を進める必要があることや，

除塩と農地の復旧を一体的に実施する区域があること

などから，可能な区域から順次除塩に着手し，早期の

営農再開を目指すこととしている。

（２） 農地の復旧 津波被害を受けた農地の復旧に

当たっては，被害の程度に応じて，

① 除塩のみを行う区域

② 除塩と原形復旧を行う区域

③ 被害が甚大で区画整理を行う区域

の３区域に区分し復旧することとした。

現在，関係市町村の復興計画を踏まえた土地利用計
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画と整合を図りながら，将来の営農計画を見据えた事

業計画を策定し，計画的な事業着手に向けて作業を進

めている。

V． 支援の状況

１． 各種団体による支援

特に被害が甚大である市町村の被害状況調査などに

関し，以下の団体から支援を頂いた。

・（社）地域環境資源センター

農業集落排水施設の被害調査に関して，市町村と

の協定に基づき須賀川市，白河市および天栄村を支

援した。

・福島県土地改良事業団体連合会

農業集落排水施設，農地および農業用施設の被害

調査などについて，桑折町ほか９市町村を支援し

た。

・復旧専門技術者など１５名から支援活動の申し出

があり，中通りの２農林事務所においてボラン

ティア活動を行った。

２． 各県等職員による支援

県，市町村の多くの職員は，地震発生直後から災害

対策本部員として避難所支援や物資調達などの被災者

支援業務に従事していたことに加え，平成２３年７月

の新潟・福島豪雨災害や９月の台風１５号災害が発生

したことにより，災害対応が県内全域に拡大し，現有

の県内職員では対応が困難となったことから，災害対

応の即戦力として農林水産省および北海道ほか２６府

県の農業土木職員の応援（７月～１月まで延べ２，８９８

人）を得ながら，災害査定に向けた現地調査，査定設

計書の作成および査定立会など災害業務全体にわたり

重要な役割を果たしていただいた。

３． 災害査定の実施状況

平成２３年５月１７日から災害査定に着手し，放射

能影響区域を除き，平成２４年１月末で完了した。

東日本大震災の復旧箇所数は約１，９９１カ所，復旧

事業費は約８６０億円（平成２４年１月３１日現在）と

なり，国直轄事業２カ所と合わせた復旧事業費は約

９００億円となっている。

VI． 今後の対応

１． 復興計画

東日本大震災，原発事故と風評被害，さらに新潟・

福島豪雨，台風１５号などの災害からの復興に向けて

県民全員が一丸となって取り組む施策を明らかにした

「福島県復興計画（第１次）」を平成２３年１２月に策

定した。

復興計画には，除染による県土の回復，生活環境の

回復，風評被害の解消と農林水産業の再生，商工業や

観光の振興，雇用の創出，それらを支える社会基盤の

早期復旧に向けた取組みが盛り込まれており，平成

２４年を「復興元年」に位置づけ，美しく，豊かな県

土を取り戻し，誇りあるふるさとの再生を目標に復興

に取り組むこととしている。

２． 平成２４年度の取組み

本県農業・農村の早期の復旧・復興および営農の再

開に向けて，区画整理を除きおおむね３年以内の完

了を目指して災害復旧事業や復興関係事業を重点的か

つ集中的に進めていく予定である。

VII． お わ り に

震災の発生から１年が経過し，福島県内の農業・

農村の復旧は，国，地方自治体，地域住民などの積極

的な取組みにより着実に進んでいる。

しかしながら，本県は地震，津波の被害に加え原発

事故に伴う区域指定などにより，地震発生後の施設点

検や被害調査および災害査定の実施に際し，住民の避

難や市町村機能の移転などさまざまな制限があるなか

での対応を余儀なくされてきたとともに，いまだ被害

状況の全容が把握されていないなど，他県と異なるき

わめて特殊な状況におかれている。

このような中で，県としては，今後とも，警戒区域

などの見直し，除染作業などさまざまな課題と向き合

いながら，農業の復興と早期の営農再開を目指し全力

で取り組んでいきたいと考えている。

これまで，被害調査や査定の実施さらには復旧工事

の発注などの業務の遂行に当たり，多大なご支援を頂

いた国，他県職員，関係団体の皆様に改めて御礼を申

し上げるとともに，一日も早い復興に向けて引き続き

ご支援・ご協力をお願いしたい。 〔２０１２．２．８．受稿〕

渡部 幸英 略 歴
１９６１年 福島県に生まれる

１９８４年 福島県入庁

２０１１年 農林水産部農村基盤整備課

現在に至る

（正会員）

図‐４ 月別査定箇所数図‐３ 月別支援者数
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